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青森県働き方改革推進ロードマップの概要 令和元年９月２４日 青森県働き方改革推進協議会

● 基本方針
○「働き方改革関連法」は大きな改正であり、施行までの間に法の確実な周知と支援策の周知・利用促進を図ることが重要。
○各々の企業の実情に応じたオーダーメイドの働き方改革を実現させ、企業の発展、地域の発展につなげることが喫緊の課題。
→青森県働き方改革推進協議会の責務：構成員相互の強固な連携の下、中小企業に対する法の確実な周知と支援策の周知、利用
促進を図り、各企業が自分のものとしての働き方改革を実現し、元気な企業に発展することをサポートすること。

構成員の連携による働き方改革関連法の周知、各種支援策の周知・利用促進
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○時間外労働の上限規制（中小企業）
○同一労働同一賃金（大企業）

○年次有給休暇の年５日の確実な取得
○時間外労働の上限規制（大企業）

〇行政機関 東北経済産業局、青森県、青森労働局
〇商工団体 一般社団法人青森県経営者協会、青森県商工会議所連合会、青森県商工会連合会、青森県中小企業団体中央会
〇労働者団体 日本労働組合総連合会青森県連合会
〇中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業実施団体 青森働き方改革推進支援センター
〇支援機関 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構青森支部、公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター、青森県社会保険労務

士会、東北税理士会青森県支部連合会、青森産業保健総合支援センター
〇金融機関 株式会社青森銀行、株式会社みちのく銀行

商工団体

○関連法の事業主への周知 ○各種

支援策の事業主への周知、利用勧奨

労働者団体

○傘下の労働組合（労働者）への関連法

の周知

金融機関

○低利融資制度
○関連法、支援策の周知

行政機関

〇関連法の周知

〇各種支援策の周知、利

用促進

支援機関

○各種支援策の実施

〇関連法の周知

青森働き方改革推進
支援センター

○相談、セミナー、出張相談会

〇個別訪問支援（社会保険労務

士等による無料の専門家派

遣）

各構成員の取組

○同一労働同一賃金（中小企業）


